119V2付属証明書

エコマーク商品類型No.119「パーソナルコンピュータVersion2」付属証明書

本付属証明書は、エコマーク商品類型No.119「パーソナルコンピュータVersion2」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。

	申込日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	申込ブランド名
（機種名またはシリーズ名）
	

	申込者
	（会社名）


	印（社印を捺印）


	＜付属証明書の作成方法＞

1．申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。

※「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。

2．「添付証明書」欄の各証明書をご用意下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。

3．「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。

※ 各証明書の作成は（記入例）を参照して下さい。

4．「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。
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対象

	項目
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい

	商品区分
	以下に該当する区分について、各区分の該当ページをご記入下さい。

	
	□　ノート型パソコン

	
	□　デスクトップ型パソコン

　　申込商品：□本体単独の申込

　　　　　　　□セット品の申込（セットで販売していること）

→□本体　／　□CRTモニタ　／　□LCDモニタ　／

　　□キーボード　／　□マウス

	
	□　一体型パソコン

申込商品：一体型パソコンの構成要素

　　　　　　　　□本体　／　□CRTモニタ　／　□LCDモニタ　／

　　　　　　　　□キーボード

　　　　　　　　□一体型パソコン単独の申込

　　　　　　　　□セット品のみの申込（セットで販売していること）

　　　　　　　　→一体型パソコンとセットで販売し、エコマークを申し込む

もの

　　□キーボード　／　□マウス

※構成要素とは、一体型パソコンに内蔵されているものを指す。

	
	□　CRTモニタ

	
	□　LCDモニタ

	
	□　キーボード

	
	□　マウス

	型式
	申込シリーズに含まれる全ての型式（品番）を記載して下さい


	エコマーク表示

（予定）
	· ある

□製品／□包装／□カタログ・リーフレット／□取扱説明書／□その他（　　　　　　）

· なし

※エコマークを表示する場合は、表示予定設計図（様式自由・原稿可）の提出が必須です。


「4．認定の基準と証明方法」を満たすために必要な証明書類

4-1．環境に関する基準

	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1.(1)


	[パソコンの3R設計]
	添付1
	申込者

	4-1.(2)


	[パソコンの化学物質]
	添付２
	申込者

	4-1.(3)


	［パソコンの製造工場における取組］


	添付３
	製品を製造する事業所の責任者または工場長

	4-1.(4)
	［ライフサイクルアセスメント］
a.代表機種のLCA実施(予定を含む)の実施の有無

　□ 有り ／ □ 無し

　予定の場合

実施時期：20　年　月

b.代表機種のLCA結果(予定)の情報提供の有無

　□ 有り ／ □ 無し

　予定の場合

提供時期：20　年　月　日

c.情報提供の方法
□　申込者等のホームページ
□　カタログ

□　申込者等の環境報告書

□　エコリーフ

□　商品環境情報提供システム

□　その他

　　（　　　　　　　　　　　　　　）

d.過去のパソコンLCA実績の有無

　□ 有り ／ □ 無し

＜公開する機種名＞

（　　　　　　　　　　　　　　　　）

※　複数機種公開している場合は、代表の

機種を1種類以上記載して下さい。
	
	

	4-1.(5)
	［パソコンの省エネルギー設計］
	添付4
	申込者

	4-1.(6)
	［騒音]
ISO 9296の表示A特性放射音圧レベルは、アイドルモードで40dBを越えない

□　適合する ／ □ 適合しない

作動モード(ハードディスク、光ディスクへのアクセス状態)では、45dBを越えない

□　適合する ／ □ 適合しない


	代表機種の

試験記録
	申込者または商品最終製造時業者など

	4-1.(7)
	［パソコンにおける情報提供］
	添付5
	申込者

	4-1.(8)
	［パソコンにおける包装材料］
	添付6
	申込者

	4-1.(9)
	[抗菌剤]

抗菌剤の使用有無　□有り　／　□　無し

使用部位（　　　　　　　　　　　　　）
	有る場合、認証を受けていることが分かる書類
	申込者または商品最終製造時業者など


4-2.　品質に関する基準

	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-2.(10)
	［製品の安全性］

IEC60950（国際電気標準会議）に準拠した安全規格に適合している

　□ 適合する ／ □ 適合しない
	適合証明書
	申込者または商品最終製造時業者など


5．配慮事項認定の要件ではないが、製造にあたっては以下に配慮することが望ましい。
	認定基準

項目番号
	内容
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい

	5.(1)
	印刷工場の立地
	□日本　／　□海外

	
	a. 古紙リサイクルに支障をきたさないような製本形態であること。ホットメルト接着剤による製本形態とするものは、ホットメルト接着剤が、難細裂化改良EVA系ホットメルト接着剤、ポリウレタン系ホットメルト接着剤および水溶性ホットメルト接着剤のいずれかであること。ただし、海外で印刷するものは、他のホットメルト接着剤の使用を認める。
	□はい　／　□いいえ

	
	b. 使用用紙のパルプ漂白工程で塩素ガスを使用していない
	□はい　／　□いいえ

	
	c. 用紙は、古紙パルプ配合率70％以上であること。ただし、海外で印刷するものは適用しない。
	□はい　／　□いいえ


 記入表119-1本書式は他社開発製品またはOEM供給を受ける場合に限り提出が必要です
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

申込承諾書

	発行日：平成
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は製品を製造した会社（申込承諾者）

当社商品名（　　　　　　　　　　　）（エコマーク認定番号（　　　　　　　））を、

エコマーク申込企業（　　　　　　　　）が商品ブランド名（　　　　　　）として、

エコマーク商品認定・使用申込を行うことを承諾します。

以上
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No.8 

に規定する電池の取り外し容易性

範囲

記号

中分類

小分類

容易

A

ワンタッチ

ワンタッチ

・電源部が分離型で、ワンタッチで電池

　（パック）の取り出しが可能





ワンタッチ

・蓋の取り外しが可能で、ワンタッチで

　電池（パック）の取り出しが可能





コネクタ外し

・蓋の手外しが可能で、コネクタを外すこ

　とにより電池（パック）の取出しが可能





ワンタッチ

・蓋のネジ外しが可能で、ワンタッチで

　電池（パック）の取り出しが可能





コネクタ外し

・蓋のネジ外しが可能で、コネクタを外す

　ことにより電池（パック）の取り出しが

　可能





D

蓋のネジ外し

切断

・蓋のネジ外しが可能で、接続をニッパ

　などで切断することにより電池（パック）

　の取り出しが可能





E

全体を分解

（ネジ外し）

コネクタ外し

・全体のネジ外し分解が可能で、コネクタ

　を外すことにより電池（パック）の取り

　出しが可能





F

全体を分解

（ネジ外し）

切断

・全体のネジ外し分解が可能で、接続を

　ニッパなどで切断することにより電池

　（パック）の取り出しが可能





コネクタ外し

・全体を解体して、コネクタを外すことに

　より電池（パック）の取り出しが可能





切断

・全体を解体して、接続をニッパなどで切

　断することにより電池（パック）の取り

　出しが可能





区　　分

項　　目

評価項目の例

B

蓋の手外し

蓋のネジ外し

全体を分解

（解体）

取

り

外

し

の

容

易

性





　

　

困難

C

G

添付1　チェックリスト「パソコンの３Ｒ設計」（対応認定基準：4-1.(1)）

《カテゴリ》








　　　　　発行日：
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　リスト

No.8

に規定する

VOC

放散速度の指針値

単位：μg/(h・unit)�

物質名

ノート型

パソコン





一体型パソコン

デスクトップ型

パソコン





CRTモニタ、LCDモニタ

トルエン

260

260

130

130

ƒLƒVƒŒƒ“

870

870

435
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ƒpƒ‰ƒWƒNƒ�ƒ�ƒxƒ“ƒ[ƒ“
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120
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1900
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220

220

110
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ƒzƒ‹ƒ€ƒAƒ‹ƒfƒqƒh

100

100

50

50

ƒAƒZƒgƒAƒ‹ƒfƒqƒh

48

48

24

24

　　M：実現されなければならない要求　　　Ｓ：実現されるべき要求





　　本チェックリストでは、すべての「M」項目が「はい」であることが必要です。


発行者：会社名
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①選択肢なし　　すべて「項目への適合」を回答して下さい。

②選択肢あり　　・要求内容が申込商品に適用されるか否かをチェックし、適用される場合は「項目への適合」を回答して下さい。適用外の場合はその理由を記載して下さい。

（適用外の例：No.1 (1)　金属インサート成型部品がない機器は「適用外」にチェックし、理由に「金属インサート成型なし」と記載）

・カテゴリ「S」について、その項目を実施しなかった場合は「適用外」にチェックし、理由に「実施せず」と記載して下さい。

・対象部位が申込商品にない場合は「適用外」にチェックし、理由に「対象部位なし」と記載して下さい。

対象製品：ノート型パソコン、デスクトップ型パソコン、一体型パソコン、CRTモニタ、LCDモニタ、キーボード、マウス　　　　　　　　　　　　　　　　　太線内を記入して下さい。
	リストNo.
	カテゴリ
	要求
	対象部位
	要求の適用
	項目への適合


再利用部品または再生資源としての利用の容易化
	1
	M
	部品は、機能を損なわない範囲で金属材料およびプラスチック材料を統一していること。

	プラスチック部品
筐体、筐体部品、シャーシ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	2
	M
	金属インサート成型部品は、切断･破砕などにより金属部品を分離可能であること。

	プラスチック部品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	3
	M
	プラスチック部品は、接着・溶着・カシメなどにより部品が一般工具で分離できない場合には、表1の熱可塑性プラスチックの適合性を満たすこと。

	プラスチック部品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	4
	M
	プラスチック部品は、 1つのホモポリマまたはコポリマから作ること。ただしポリマブレンド（ポリマアロイ）は使用して差し支えない。

	プラスチック部品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	5
	M
	プラスチック部品は、2種類以下の互いに分離可能なポリマまたはポリマブレンドにより構成すること。

	プラスチック部品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	6
	S
	プラスチック部品は、金属メッキ、導電塗装を回避していること。プラスチック部品への直接的な印刷は必要最小限（例：製造者名）に限定されているか。

	筺体、筐体部品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	表面に大面積の塗料層があるプラスチック部品は、リサイクルされる場合、除去工程が必要となる。レーザマーキングなどは本項目に示す「印刷」に含まない。プラスチック部品と同一原料の塗料などは本項目を適用しない。
	
	
	

	7
	S
	最低1つ以上の部品について再生プラスチック原材料または再生マグネシウム合金を使用していること。また、それらの再生材料を使用した部品は、部品における再生材料の配合割合が5wt%以上であること。

	筺体、筐体部品、
シャーシ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	配合割合は、分母を再生プラスチックまたは再生マグネシウム合金を使用した部品の単体質量とし、分子を再生材料の配合質量とする。

　再生材料の配合割合(wt%) ＝
	
	
	

	
	
	特定臭素系難燃剤（PBB、PBDE）、塩化パラフィンを含む再生プラスチック原材料は、使用を避けること。
	
	
	

	リストNo.
	カテゴリ
	要求
	対象部位
	要求の適用
	項目への適合

	8
	S
	各製品の質量は、20kg以下であること。20kgを超える場合は、運搬時の安全性として、持ち手を付けるなど配慮していること。

	ノート型パソコン
デスクトップ型パソコン
一体型パソコン
CRTモニタ
LCDモニタ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	パソコン本体、モニタなどをセット製品として申込む場合は、それぞれが20kg以下であること。

	
	
	

	
	
	
	
	
	

	分離・分解の容易化（破砕・焼却の容易化を含む）

	9
	M
	プリント基板や光学ドライブなどのサブアッセンブリは、シャーシ、筐体、および他のサブアッセンブリから分離可能か。また、表1などの材料でできたサブアッセンブリ同士は、分離可能かまたは分離補助部により結合されているか。

	筺体部品、
シャーシ、
電子サブアッセンブリ
	
	□は　い
□いいえ

	
	
	「筐体とシャーシ間」ならびに「シャーシと電子サブアッセンブリ間」の結合は重要であり、分離可能性は 1) サブアッセンブリと材料を分離して再使用・リサイクルするため、2) 有害物質を含む部品の安全で速やかな取り外しのための前提条件となる。「分離補助部」とは、最低限の破壊によりサブアッセンブリ同士を分離するための予定破壊箇所などをさす。
	
	
	

	10
	M
	分離すべき結合箇所は容易に見つけられるか。
	筺体、シャーシ
	
	□は　い
□いいえ

	
	
	分解時に分離すべき結合箇所は容易にかつ速やかに見つけられること。意匠的にネジを隠す場合には、分離すべき結合箇所を隠した部分の近傍に目印をつける、リサイクル処理事業者に分離すべき結合箇所に関する情報提供を行うなどの対策がとられていること。
	
	
	

	11
	M
	リサイクルのための分解は一般的な工具だけでできるか。

	筺体、シャーシ、
電子サブアッセンブリ
	
	□は　い
□いいえ

	
	
	「一般的な工具」とは一般的な市販の工具をさす。電波法に定められる無線設備、ACアダプターの筐体を除く。

	
	
	

	

	12
	M
	電池は、機器利用者が交換または取り外し可能であること。ただし、機器利用者による取り外しを想定しないプリント基板などに取り付けられた電池は、本項目を適用しない。

	一次電池および二次電池
	□ 適　用
□ 適用外
[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	取り外し可能とは、表2のA、B、Cに該当するものをいう。

	
	
	

	13
	S
	機器利用者による取り外しを想定しないプリント基板などに取り付けられた電池は、少なくとも10年間の寿命を有すること。この電池は、寿命となったとき、または修理のときなどに、実装しているプリント基板などの全体を交換することなく、交換または取り外し可能であること。

	一次電池
	□ 適　用
□ 適用外
[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	表2のA～Fに該当するものをいう。

	
	
	

	部品などの分別の容易化
	

	14
	M
	大型プラスチック部品は、ISO 1043（JIS K 6899）の材質記号に準拠し、ISO11469（JIS K 6999）に沿って材質表示していること。ただし、ディスプレイ（LCD）の導光板、光学シートを除く。
	質量25g以上、または平らな部分の面積200mm2以上のプラスチック部品
	□ 適　用
□ 適用外
[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	リストNo.
	カテゴリ
	要求
	対象部位
	要求の適用
	項目への適合

	再利用部品および再生資源の利用

	15
	S
	再生されたサブアッセンブリなどは組み込み可能か。
	パソコン本体の
サブアッセンブリ、部品
	□ 適　用
□ 適用外
[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	製造事業者は、再生された部品をスペアパーツあるいはETN（equivalent to new）部品として機器に組み込み可能であることが望ましい。「ETN部品」とは新品と同等の再使用部品をさす。審査では、スペックとして組込可能であるかを確認する。
	
	
	

	長期使用化

	16
	M
	システムの性能向上は可能か。

	パソコン本体の
サブアッセンブリ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	システム性能の向上により製品寿命の延長が可能となる。具体的には、CPU、光学ドライブ、HDD、メインメモリなどのアップグレード、拡張スロットの有無などが挙げられる。システム性能向上のためには、特定の条件が最初から備わっている必要がある。
	
	
	

	17
	M
	システムは、新しい機能を拡張可能か。

	デスクトップ型パソコンのサブアッセンブリ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	
	他の機器（テレビ、ファクシミリ）の機能を組み込むような機能拡張も、製品寿命の延長を可能とする。審査では、機能拡張を可能にする前提条件を確認する。例：拡張スロット場所の有無

	
	
	

	18
	M
	申込事業者による機器の修理のために補修用性能部品（性能部品とは、製品の機能を維持するため不可欠な部品をいう）の最低保有期間は、5年間であること。

	ノート型パソコン
デスクトップ型パソコン
一体型パソコン
CRTモニタ
LCDモニタ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	19
	M
	申込者は、エコマーク認定機器の修理を請け負う体制を整備し、機器利用者の依頼に応じて修理を行っていること。体制の整備として
　1) 修理を請け負うことの情報提供をしていること。
　2) 修理の範囲（サービス内容）、必要期間、費用、機器利用者向けの対応方法
　　 などに関する情報提供をしていること。
	ノート型パソコン
デスクトップ型パソコン
一体型パソコン
CRTモニタ
LCDモニタ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	プロセスの記録

	20
	M
	材料の選択は本チェックリストNo.1 ～5に従って行い、記録したか。
	筺体、シャーシ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	21
	M
	製造事業者は試し分解を本チェックリストNo. 9～13 に従って行い、記録したか。
	ユニット全体
	
	□は　い
□いいえ



添付2　チェックリスト「パソコンの化学物質」（対応認定基準：4-1.(2)）
本チェックリストでは、すべての項目で「はい」であることが必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行日：
ただし「要求への適用」で「適用外」の項目は除きます。　　　　　　　　　　　　　　　　

発行者：会社名・工場名
《要求への適用》

　① 選択肢なし　　すべて「項目への適合」を回答して下さい。

　② 選択肢あり　　対象部位が申込商品にない場合は「適用外」にチェックし、理由に「対象部位なし」と記載して下さい。
対象製品：ノート型パソコン、デスクトップ型パソコン、一体型パソコン、CRTモニタ、LCDモニタ、キーボード、マウス　　　　　　　　　　　　　太線内を記入して下さい。

	リスト No.
	要求
	対象部位
	要求の適用
	項目への適合


	1
	特定臭素系難燃剤（PBB、PBDE）または短鎖塩素化パラフィン（鎖状C 数が10～13、含有塩素濃度が50%以上。以下同じ）を処方構成成分として添加していないこと。

	プリント基板
	
	□は　い
□いいえ

	
	プリント基板とは、半導体などを含まない状態のプリント基板をさす。

	
	
	

	2
	ハロゲンを含むポリマおよび有機ハロゲン化合物を処方構成成分として添加していないこと。
ただし、申込者のエコマーク認定機器を、申込者が広域認定制度などにより引き取り、再使用またはリサイクルする場合、本項目を適用しない。
	筐体
筐体部品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	プラスチック材料の物理的な特性の改善のために使用される有機フッ素添加物（例えば、アンチドリッピング剤で含有量0.5重量%以下）および25g未満の部品を除く。

	
	
	

	3
	その機器をエコマークに申込む時点のIARC（国際がん研究機関）の発がん性物質に分類されている物質（レベル1、2A、2B）を処方構成成分として添加していないこと。ただし、チタニウムイエロー、三酸化アンチモンおよびカーボンブラックは本項目を適用しない。
	筐体
筐体部品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	IARCに規定する上記物質のうち、鉛、カドミウム、六価クロム、水銀および特定臭素系難燃剤（PBB、PBDE）は、第７項の含有条件を優先とし、第7項を適用した物質は本項目を適用しない。
処方構成成分の考え方の事例：筐体に使用するポリオキシメチレン樹脂（ポリアセタール樹脂、POM）の原料であるホルムアルデヒドは、パソコンに直接使用することを目的とした物質ではなく、パソコン筐体の原料である。原料を反応させて得られる樹脂をパソコン筐体として使用するものであって、ホルムアルデヒドそのものをパソコン筐体とする目的で使用するものではないため、処方構成成分として添加するものには当たらない。
同様に、ポリスチレン樹脂の原料であるスチレンモノマーは、スチレンモノマーを反応させて得られる樹脂をパソコン筐体として使用するものであって、スチレンモノマーをパソコン筐体とする目的で使用するものではないため、処方構成成分として添加するものには当たらない。筐体中に残留する未反応スチレンモノマーについても処方構成成分として添加するものには当たらない。
	
	
	

	4
	ディスプレイ固有の部品（パネル系部材：ガラス、液晶、偏光板など、バックライト系部材：蛍光管、導光板、光学シートなど）は、IARCの発がん性物質に分類されている物質（レベル1、2A、2B）を処方構成成分として添加していないこと。ただし、水銀、アンチモン、ヒ素およびその化合物は本項目を適用しない。

	ノート型パソコン
一体型パソコン
LCDモニタ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	5
	カドミウム、鉛および水銀を処方構成成分として添加していないこと。

	一次電池および
二次電池
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	単電池に適用する。単電池間をつなぐハンダなどには適用しない。

	
	
	

	6
	（社）電池工業会小型充電式電池の識別表示ガイドラインに従って識別表示をしていること。

	二次電池
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	7
	鉛、カドミウム、六価クロム、水銀、特定臭素系難燃剤（PBB、PBDE）は、「電気・電子機器の特定の化学物質の含有表示方法（JIS C 0950）」に規定する、特定の化学物質すべてが含有率の基準値以下であること。

	製品
	
	□は　い
□いいえ

	
	対象物質が含有マークの除外項目に該当する場合は、含有情報をWebサイトで開示すること。
機器利用者が取外すことを想定していない電池は、本項目を適用する。機器利用者が取外す電池は、本項目を適用しない。
	
	
	

	8
	製品からのVOC（揮発性有機化合物）放散速度は、下表1の指針値以下であること。
	製品
（キーボード、マウス単体の申込商品は本項目を適用しない）
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□は　い
□いいえ

	
	VOCの定義、測定方法、対象物質などは、（社）電子情報技術産業協会が策定した、「パソコンに関するVOCガイドライン（PC-VOC-G-2005）」によるものとする。商品区分をシリーズ機毎として申込む製品は、少なくとも最大放散量が予想される1機種でVOC放散量の確認を行っていること。
	
	
	



添付3　チェックリスト「パソコンの製造工場における取組」（対応認定基準：4-1.(3)）
・対象製品：ノート型パソコン、デスクトップ型パソコン、一体型パソコン、CRTモニタ、LCDモニタ

キーボード、マウス



　　　（以下の3項すべてが「はい」であることが必要です。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(発行者は、製品を製造する事業所の責任者または工場長)
	リストNo.
	要求
	項目への適合
	備考

	1
	製品の最終組立工場において、表1に掲げる特定フロン（CFC5種）、その他のCFC、四塩化炭素およびトリクロロエタンの使用がないこと、代替フロン（本項目ではHCFCをさす）を排出していないこと。
	□は　い
□いいえ
	

	
	工場内での製品製造工程に直接関連のない冷房機、冷蔵庫などを除く。
	
	

	2
	申込商品の製造にあたって、最終製造工程を行う工場が立地している地域の大気汚染、水質汚濁、騒音、悪臭、有害物質の排出などについて、関連する環境法規および公害防止協定など（以下、「環境法規等」という）を順守していること。ただし、土壌汚染は、当該汚染物質規制開始前の汚染行為について、本項目を適用しない。
	□は　い
□いいえ
	過去5年間に行政処分、行政指導などの違反の有無を報告し、違反があった場合には、以下のa.およびb.の書類を提出すること。

a. 違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

b. 環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)

3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)

	
	申込日より過去5年間の環境法規等の順守状況（違反の有無）を報告すること。なお、違反があった場合には、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守していること。ただし、土壌汚染は、当該汚染物質規制開始前の汚染行為について、本項目を適用しない。
	□過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。

□操業(　　　　年)以来、関連する環境法規等の違反はありません。

□過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。
	

	
	遵守している環境法規などの名称を右下の記入表に記載すること。
新規工場などのため、最終組立工場が申込時より過去5年間未満の操業の場合は、当該工場の操業時点からとする。
	
	

	　3
	製品は、使用する部品の部品製造工場において、表1に掲げる特定フロン（CFC5種）、その他のCFC、四塩化炭素およびトリクロロエタンの使用がないことを明確にしていること。使用する部品の部品製造工場において、代替フロン（HCFC）の排出がないこと、または削減に努めていることを明確にしていること。
	□は　い
□いいえ
	使用する部品の製造工場において表1に掲げる物質を使用または排出していないことに関し、申込責任者によるグリーン調達などでの要求物質に関する資料を提出すること。

	
	工場内での製品製造工程に直接関連のない冷房機、冷蔵庫などを除く。
	
	

	表１　特定フロンなど


	記入表　リストNo.2に規程する当該工場が遵守している環境法規などの名称

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


添付4-1　　チェックリスト「パソコンの省エネルギー設計」（対応認定基準：4-1.(5)）
　・対象製品：ノート型パソコン、デスクトップ型パソコン、一体型パソコン、CRTモニタ、LCDモニタ
　　ただし、シンクライアントは本項目を適用しない。
・デスクトップ型パソコンで本体とモニタを同時に申込む場合は、1. と2. 両方を記入して下さい。
1.　ノート型パソコン、デスクトップ型パソコン、一体型パソコンはこちらに記入して下さい。

　（以下の3項すべてが「はい」であることが必要です。）

	リストNo.
	要求
	項目への適合

	　
	
	

	1
	以下、a)またはb)を満たすこと。

a)「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」の特定機器「電子計算機」の平成23年度目標基準値である表１の基準エネルギー消費効率から算定したエネルギー基準達成率が200以上であること。
	□は　い
□いいえ

(aの場合、右表に記入のこと。

b)の場合、国際エネルギースターロゴ使用製品届出書の届出書または結果の一覧等を添付)

	
	b) 申込時点に適用される国際エネルギースタープログラムの「コンピューターの製品基準」に適合すること。

備考）基準や測定方法については、国際エネルギースタープログラム制度運用細則による
	

	2
	電源スイッチを備え、「オフ」状態での消費電力は1W未満であること。本体が、電源スイッチ「オフ」状態で他の機能（時計への電源供給、モデムまたはLANによるwake信号の監視、バッテリの充電状態の監視および機器状態を機器利用者に認知させるためのLED点灯機能など）を作動させなければならない場合、消費電力は5W以下であること。
	□は　い
□いいえ

	
	　
	

	3
	比較的長期間（少なくとも４週間）にわたって機器の電源プラグを電灯線のコンセントから抜いておいても、機器の機能に障害が生じないこと。（日付、時刻といったタイマ情報の喪失は障害とみなさない）。
	□は　い
□いいえ

	
	　
	


表1　省エネ法における基準エネルギー消費効率

	区分
	区分名
	基準エネルギー
消費効率

	クライアント型電子計算機の電源及びメモリチャネル数の種別
	主記憶容量
	独立型

GPU
	画面サイズ
	
	

	電池駆動型のものであってメモリチャネル数が2以上のもの
	16ギガバイト以上
	
	
	M
	2.25

	
	4ギガバイト超

16ギガバイト未満
	
	
	N
	0.34

	
	4ギガバイト以下
	
	17型以上
	P
	0.31

	
	
	搭載
	17型未満
	Q
	0.21

	
	
	非搭載
	12型以上17型未満
	R
	0.15

	
	
	
	12型未満
	S
	0.21

	電池駆動型以外のものであってメモリチャネル数が2以上のもののうち電源装置にA Cアダプターを用いるもの
	
	
	
	T
	0.29

	電池駆動型以外のものであってメモリチャネル数が2以上のもののうち電源装置にA Cアダプターを用いないもの
	16ギガバイト以上
	
	
	U
	2.25

	
	4ギガバイト超

16ギガバイト未満
	搭載
	
	V
	0.51

	
	
	非搭載
	
	W
	0.64

	
	4ギガバイト以下
	
	
	X
	0.53

	メモリチャネル数が2未満のもの
	
	
	
	Y
	0.51

	備考）
	１　「メモリチャネル数」とは、メモリコントローラから分岐する主記憶装置へのバスインターフェースの論理チャネルの数をいう。
２　「電池駆動型」とは、専ら内蔵された電池を用いて、電力線から電力供給を受けることなしに使用され得るものをいう。
３　「独立型GPU」とは、画像データ処理用のプロセッサのうち、専用のローカルメモリを有するものをいう。
４　「画面サイズ」とは、表示画面の対角外径寸法をセンチメートル単位で表した数値を2.54で除して小数点第２位以下を四捨五入した数値をいう。
５　エネルギー消費効率の算定法については、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく経済産業省告示第74号（平成22年3月31日）の「３エネルギー消費効率の測定方法(2)」による。


添付4-2　チェックリスト「パソコンの省エネルギー設計」（対応認定基準：4-1.(5)）
　・対象製品：CRTモニタ、LCDモニタ
・デスクトップ型パソコンで本体とモニタを同時に申込む場合は、1. と2. 両方を記入して下さい。
2.　CRT／LCDモニタ　　はこちらに記入して下さい。

　（以下が「はい」であることが必要です。）

	リストNo.
	要求
	項目への適合
	添付書類

	　
	
	
	

	1
	申込時点に適用される「国際エネルギースタープログラム」におけるディスプレイ（モニタ）の基準を満たしていること。
	□は　い
□いいえ
	国際エネルギースターロゴ使用製品届出書（ディスプレイ）の届出書等を添付して下さい。(添付4-2A)


備考）基準や測定方法については、国際エネルギースタープログラム制度運用細則による
様式第１－２（Ａ４縦）
年　月　日

経済産業大臣　殿

国際エネルギースターロゴ使用製品届出書（ディスプレイ）
国際エネルギースターロゴを使用する製品について、以下のとおり申請します。

記

１．問い合わせ先

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者：　所属              　　　　　　役職　　　　　　　　　　 氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｔｅｌ： 　　　　　             　　           Ｆａｘ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｅ－ｍａｉｌ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．仕向地

該当する国又は地域に○を付けてください。その他を選択した場合は、国・地域名及び試験電圧・周波数を記入してください。

日本　・　北米　・　台湾　・　欧州　・　豪州　・　ニュージーランド　　

その他（　　　　　　　　／　　　　　Ｖ、　　　Hz）

３．製品名等

・ディスプレイ製品の種類について該当するものに○を付けてください。その他を選択した場合は、該当するディスプレイ製品の種類名を記入してください。

	
	コンピュータモニタ

	
	デジタルフォトフレーム

	
	サイネージディスプレイ

	
	その他（　　　　　　　　　　　　　）


・以下の基本情報を記入してください。

	ブランド名
	

	型　　式

（型番号又は型名）
	

	シリーズ名
	
	適合モデル数
	

	発売時期（年月）
	


注）
シリーズ登録方法：シリーズ（又は製品群）を代表するモデルについて、その測定値等を報告します。別表第１－２の３．（２）及び５．（５）を参照して適切なシリーズ代表モデルを選択し、「型式」に記入してください。さらに「シリーズ名」を記入し、代表モデルを含めたシリーズ登録するモデルの総数を「適合モデル数」に記入の上、本届出書の７．に、シリーズの全適合モデル名／型式（記号＊等による省略表記可）等を記載してください。
・以下の機器構成を記入してください。また、□部については、該当する項目を■に塗りつぶしてください。

	対角線画面サイズ　d （インチ）
	

	画面解像度 r
	水平×垂直（ピクセル数）
=（ピクセル数）
	
	×
	＝

	
	=（メガピクセル数）
	
	
	＝

	画面寸法及び
画面面積 A　
	幅×高さ（インチ）

=（平方インチ）
	　
	×
	＝

	表示技術
	□LCD/CCFL
□LCD/LED

□CRT

□プラズマ
□有機EL

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	外部電源装置の利用（製品と同梱）
	□有り
□無し

	低電圧直流電源の利用
	□有り（唯一の電力源）
□対応可
□無し

	バッテリの利用
	□有り
□無し

	定格入力電圧／周波数
	V
	Hz

	最大公表輝度 LMax_Reported（cd/m2）
	

	性能強化ディスプレイ

（enhanced-performance display）
	□該当
□非該当

	自動明るさ調節機能の設定
	□有効
□無効
□無し

	追加能力（複数選択可能）
	□占有センサー

□フラッシュメモリカード／スマートカードリーダー

□カメラインターフェース

□ピクトブリッジ

□その他

□追加能力無し

	スリープモードの多重性
	□該当：スリープモード数（　　　　）

□手動選択可能又は別の方法により移行可能

□複数のスリープモードを自動的に移行

□非該当

	オフモードの有無
	□有り
□無し


注：
画面解像度及び画面面積等、別表第１－２の計算式に用いられる数値については、端数処理をしていない数値を記入してください。

４．一般要件

・外部電源装置
ディスプレイが外部電源装置と共に出荷される場合は、その外部電源装置が以下の内容に準拠していることを確認し○を付けてください。

	
	国際効率表示協定のレベルV性能要件を満たしている。

	
	国際効率表示協定のレベルVマークが表示されている。


・電力管理

ディスプレイの電力管理機能に関する以下の内容に準拠していることを確認し、○を付けてください。

	
	接続されているホスト装置又は内部的要因のいずれかによってオンモードから自動的にスリープモードに移行する電力管理機能が初期設定において有効にされている。


さらに、ディスプレイの電力管理機能に関する以下の内容のうち、該当するものについて準拠していることを確認し、○を付けてください。なお、内部初期設定移行時間が設定されている製品については、その設定時間も報告してください。

	
	内部情報源から表示内容を生成する製品の場合には、自動的にスリープモード又はオフモードに移行するためのセンサーやタイマーが初期設定において有効にされている。

	
	オンモードからスリープ又はオフモードに移行するための内部初期設定移行時間が設定されている。（　　　　　　分）

	
	コンピュータモニタの場合には、ホストコンピュータとの接続が解除されてから15分以内にスリープモード又はオフモードに移行する。


５． 消費電力等

・試験用設定

別表第２－２に従い試験に用いた以下の設定について報告してください。該当する項目の□部を■に塗りつぶしてください。なお、「その他」を選択した場合に追加記入欄が設けられている場合には、適宜情報を記入してください。

	画像設定
	□標準
□家庭用

□その他（名称：　　　　　　　　　　　　　）

	ブリッジ接続
	□サンダーボルト

□USB

□ファイヤワイヤ（IEEE 1394）

□その他

□ブリッジ接続能力無し

	ネットワーク能力
	□Wi-Fi

□イーサネット（IEEE 802.3／IEEE 802.3az）

□サンダーボルト

□USB

□ファイヤワイヤ（IEEE 1394）

□その他

□ネットワーク能力無し

	信号インターフェース
	□サンダーボルト

□ディスプレイポート

□HDMI

□DVI

□VGA

□他のデジタルインターフェース

□他のアナログインターフェース

□信号インターフェース能力無し

	垂直走査周波数（リフレッシュレート）

（非CRTディスプレイのみ）
	□60Hz

□その他（　　　　　　Hz　）

	輝度試験用映像信号
	□IEC 62087 Ed.3.0

□VESA FPDM Ver.2.0

	オンモード試験用画像
	□IEC 62087 Ed.3.0

□VESA FPDM Ver.2.0


（１）輝度報告要件

・以下の輝度測定値を報告してください。なお出荷時輝度については、初期設定により自動明るさ調節機能が有効にされている製品の場合には記入不要です。

	仕向地
	出荷時輝度

LAs-shipped（cd/m2）
	最大測定輝度 LMax_Measured（cd/m2）

	日本
	
	

	北米・台湾
	
	

	欧州・豪州・ニュージーランド
	
	

	その他（　　            　）
	
	


（２）オンモード要件

・オンモード測定における被試験機器の有効力率を報告してください。

	仕向地
	力率

	日本
	

	北米・台湾
	

	欧州・豪州・ニュージーランド
	

	その他（　　            　）
	


・初期設定において自動明るさ調節機能が無効にされている又は無い製品については、以下の輝度測定値を報告してください。

	仕向地
	画面輝度 LOn（cd/m2）

	日本
	

	北米・台湾
	

	欧州・豪州・ニュージーランド
	

	その他（　            　　）
	


１）最大オンモード消費電力基準値

・最大オンモード消費電力基準値（PON_MAX）

最大オンモード消費電力基準値の算出に関連する以下の項目について報告してください。ただし解像度 r1及びr2については、（最も近い整数に四捨五入された）画素密度DPが20,000ピクセル毎平方インチを超える場合に報告してください。また最大オンモード消費電力基準値については、小数点以下第1位までの数値に四捨五入してください。

	画素密度 DP （ピクセル毎平方インチ）
	

	解像度 r1 （メガピクセル）
	

	解像度 r2 （メガピクセル）
	

	最大オンモード消費電力基準値 PON_MAX （W）
	


・性能強化ディスプレイ許容値（PEP<27”, PEP≥27”）

性能強化ディスプレイ（enhanced-performance display）の定義を満たす製品の場合には、対角線画面サイズに基づき、最大オンモード消費電力基準値に追加される以下のいずれかの許容値を報告してください。

	性能強化ディスプレイ許容値PEP<27”（W）
	

	性能強化ディスプレイ許容値PEP≥27”（W）
	


・自動明るさ調節機能許容値（PABC）

初期設定により自動明るさ調節機能が有効にされている製品の場合には、最大オンモード消費電力に追加される以下の許容値、及び許容値の判断に必要とされる以下の項目について報告してください。ただし、自動明るさ調節機能許容値PABCについては、RABCが20％以上である場合に報告してください。

	仕向地
	周囲光300 lux時の消費電力P300（W）
	周囲光10 lux時の消費電力P10（W）
	オンモード消費電力低減率 RABC（％）
	自動明るさ調節機能許容値 

PABC（W）

	日本
	
	
	
	

	北米・台湾
	
	
	
	

	欧州・豪州・
ニュージーランド
	
	
	
	

	その他（　　　）
	
	
	
	


２）最大オンモード消費電力基準値と測定値

適用される基準値及び許容値を記入し、上記２．で○を付けた仕向地に対するオンモード消費電力値を報告してください。なお「オンモード消費電力測定値」には端数処理をしていない数値を記入し、基準値以下であることを確認してください。「オンモード消費電力報告値」には、基準値と同じ有効桁数に四捨五入した数値を記入してください。

	仕向地
	最大

オンモード

消費電力

基準値

PON_MAX（W）
	
	性能強化

ディスプレイ

許容値

PEP<27”,
PEP≥27” （W）
	
	自動

明るさ

調節機能

許容値

PABC（W）
	
	最大オンモード

消費電力基準値

PON_MAX（W）

又は

合計最大オン

モード消費電力基準値（W）
	オンモード

消費電力

PON（W）

	
	
	
	
	
	
	
	
	測定値
	報告値

	日本
	
	+
	
	+
	
	=
	
	
	

	北米・台湾
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	欧州・豪州・
ニュージーランド
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（３）スリープモード要件

・
複数のスリープモードを有する製品の場合には、下記（３）１）～３）をスリープモード数に合わせて適宜複写し、すべてのスリープモードについて消費電力測定値の大きいものから順番に報告してください。なお、複数のスリープモードを自動的に移行する製品については、（３）２）のスリープモード消費電力測定値の平均値を下記（３）４）に報告してください。

１）最大ブリッジ／ネットワーク接続時スリープモード消費電力基準値（PSLEEP_AP）

・ブリッジ接続／ネットワーク能力許容値（PDN）

別表第２－２に従って試験時に接続され有効にされていたブリッジ接続及び／又はネットワーク能力について、別表第１－２の２．（４）２）を参照して該当するものに個数１を記入し許容値を報告してください。

	種類
	既定許容値
	個数
	許容値

	ブリッジ接続許容値（W）

	USB 1.x
	0.1
	
	

	USB 2.x
	0.5
	
	

	USB 3.x
	0.7
	
	

	ディスプレイポート（非映像接続）
	0.7
	
	

	サンダーボルト
	0.7
	
	

	ネットワーク能力許容値（W）

	Wi-Fi
	2.0
	
	

	ファストイーサネット
	0.2
	
	

	ギガビットイーサネット
	1.0
	
	

	ブリッジ接続／ネットワーク能力許容値の合計PDN（W）
	


・追加能力許容値（PADD）

以下の追加能力のうちスリープモード試験において有効状態であったものについて、別表第１－２の２．（４）２）を参照して該当するものに個数を記入し許容値を報告してください。

	種類
	既定許容値
	個数
	許容値

	センサー許容値（W）

	占有センサー
	0.5
	
	

	メモリ許容値（W）

	フラッシュメモリ／スマートカードリーダー
	0.2
	
	

	カメラインターフェース
	0.2
	
	

	ピクトブリッジ
	0.2
	
	

	追加能力許容値の合計PADD（W）
	


２）最大スリープモード消費電力基準値と測定値

適用される基準値及び許容値を記入し、上記２．で○を付けた仕向地に対するスリープモード消費電力値を報告してください。なお「スリープモード消費電力測定値」には端数処理をしていない数値を記入し、基準値以下であることを確認してください。また「スリープモード消費電力報告値」には基準値と同じ有効桁数に四捨五入した数値を記入してください。

	仕向地
	最大

スリープ

モード

消費電力

基準値

PSLEEP_MAX

（W）
	
	ブリッジ

／ネット

ワーク

許容値

PDN
（W）
	
	追加

能力

許容値

PADD

（W）
	
	最大

スリープモード

消費電力基準値

PSLEEP_MAX（W）

又は

最大ブリッジ／

ネットワーク時

スリープモード

消費電力基準値

PSLEEP_AP（W）
	スリープモード

消費電力

PSLEEP（W）

	
	
	
	
	
	
	
	
	測定値
	報告値

	日本
	0.5
	+
	
	+
	
	=
	
	
	

	北米・台湾
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	欧州・豪州・
ニュージーランド
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３）スリープモード消費電力の追加報告

ブリッジ接続及びネットワーク能力を有し、これらを有効にして試験した製品については、ブリッジ接続及びネットワーク能力を無効にして測定したスリープモード消費電力も報告してください。なお「スリープモード消費電力測定値」には端数処理をしていない数値を記入し、「スリープモード消費電力報告値」には基準値と同じ有効桁数に四捨五入した数値を記入してください。

	仕向地
	（参考）

最大スリープモード

消費電力基準値

PSLEEP_MAX（W）
	ブリッジ接続／

ネットワーク能力無効時の

スリープモード消費電力（W）

	
	
	測定値
	報告値

	日本
	0.5
	
	

	北米・台湾
	
	
	

	欧州・豪州・ニュージーランド
	
	
	

	その他（　　　）
	
	
	


４）平均スリープモード消費電力値の報告

複数のスリープモードを有し、これらスリープモードを自動的に移行する製品については、上記（３）２）におけるスリープモード消費電力測定値の平均値を小数点以下第1位に四捨五入し報告してください。

	仕向地
	平均スリープモード消費電力（W）

	
	報告値

	日本
	

	北米・台湾
	

	欧州・豪州・ニュージーランド
	

	その他（　　　）
	


（４）オフモード要件

１）最大オフモード消費電力基準値と測定値

上記２．で○を付けた仕向地に対するオフモード消費電力値を報告してください。なお「オフモード消費電力測定値」には端数処理をしていない数値を記入し、基準値以下であることを確認してください。「オフモード消費電力報告値」には、基準値と同じ有効桁数に四捨五入した数値を記入してください。

	仕向地
	最大オフモード

消費電力基準値

POFF_MAX（W）
	オフモード消費電力　POFF（W）

	
	
	測定値
	報告値

	日本
	0.5
	
	

	北米・台湾
	
	
	

	欧州・豪州・ニュージーランド
	
	
	

	その他（　　　）
	
	
	


６．測定機関（自社又は第三者機関名）（　　　　　）

７．その他
　・測定装置の仕様及びその精度等

・シリーズ登録する全モデル名等

	シリーズ名
	適合モデル数
	適合モデル名（型式）
	備考

	
	
	
	


注：代表型式を含め、シリーズ登録により届出する全適合モデル名／型式について記入してください。なお、適合モデル名（型式）の記載については、記号＊等により省略して表記することができます。

添付5　チェックリスト「パソコンにおける情報提供」（対応認定基準：4-1.(7)）

本チェックリストでは、すべての項目で「はい」であることが必要です。ただし「要求への適用」で「適用外」の項目は除きます。

《要求への適用》
・要求内容が申込商品に適用されるか否かをチェックし、適用される場合は「項目への適合」を回答して下さい。適用外の場合はその理由を記載して下さい。

　（例：No.4　二次電池を使用しない機器は「適用外」にチェックし、理由に「二次電池の使用なし」と記載）

　「取扱説明書」、「ホームページの製品情報」、「カタログ」の「はい/いいえ」は、該当するものすべてにチェックして下さい。

・申込商品が対象製品に該当しない場合は「適用外」にチェックし、理由に「対象外」と記載して下さい。

対象製品：ノート型パソコン、デスクトップ型パソコン、一体型パソコン、CRTモニタ、LCDモニタ、キーボード、マウス　　　　　　　　　　　　　　　太線内を記入して下さい。
	リスト
No.
	要　　求
	対象製品
	要求の適用
	項目への適合

	
	
	
	
	取扱説明書※1
	ホームページの

製品情報※2
	カタログ

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1
	認定基準添付1「パソコンの3R設計」のNo.18に規定する補修用性能部品の最低保有期間に関する情報を記載していること。
	ノート型、
デスクトップ型、
一体型の各パソコン
CRTモニタ
LCDモニタ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□ は　い
□ いいえ
	□ は　い
□ いいえ
	□ は　い
□ いいえ

	2
	認定基準添付1「パソコンの3R設計」のNo.19に規定する修理に関する項目への適合性に関する情報を記載していること。
	全製品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□ は　い
□ いいえ
	□ は　い
□ いいえ
	　

	3
	電池の交換方法についての情報を記載していること。ただし、機器利用者による取り外しを想定しない基板に取り付けられた電池などは除く。
	全製品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□ は　い
□ いいえ
　　　　　*3
	　
	　

	4
	二次電池を使用している機器は、「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」に従い、①当該機器が二次電池を使用する機器である旨、②二次電池の再生資源としての利用の促進に係る事項を表示または記載していること。
	全製品
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□ は　い
□ いいえ
　　　　　*3
	　
	□ は　い
□ いいえ

	5
	動作状態での最大消費電力、アイドル状態での消費電力（動作状態での最小消費電力）を記載していること。
	ノート型、
デスクトップ型、
一体型の各パソコン
CRTモニタ
LCDモニタ
	　□ 適　用
　□ 適用外
　[理由：　　　　　　　　]
	□ は　い
□ いいえ
	□ は　い
□ いいえ
	□ は　い
□ いいえ


※1　：紙、ウェブ、CD-ROM など複数の媒体による情報提供を組み合わせて取扱説明書に要求される情報提供の範囲内容を満たしてもよい。
※2　：製品情報とは、製品特徴、仕様、外観などの情報を指す
※3　：ウェブによる取扱説明書において、ホームページの製品情報などのコーナーとリンクをすることなどにより、説明をしてもよい。

添付 6　チェックリスト「パソコンにおける包装材料」（対応認定基準：4-1.(8)）

本チェックリストでは、すべての項目で「はい」であることが必要です。
	対象製品：ノート型パソコン、デスクトップ型パソコン、一体型パソコン、CRTモニタ、LCDモニタ、キーボード、マウス    太線内を記入して下さい。
	　

	リスト
No.
	要　　求
	項目への適合

	
	
	

	1
	包装に使用されるプラスチック材料は、ISO1043:1997（一致規格JIS K 6899:2000）の材質記号に準拠し、ISO11469（一致規格JIS K 6999:2004）に沿って材質表示していること。
ただし、「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」における識別マークに関する「無地の容器包装への対応」「表示不可能容器包装への対応」などに準拠して、材質表示を省略することができるものとする。
	□ は　い
□ いいえ

	2
	包装材料は、「再生資源の利用の促進等に資するための製品設計における事前評価マニュアル作成のガイドライン（平成6年7月産業構造審議会 廃棄物処理・再資源化部会）」に準拠し省資源、再使用、リサイクルの容易化に努めていること。
	□ は　い
□ いいえ

	3
	包装材料は、添付3.表 1 に掲げる特定フロン（CFC 5種）、その他の CFC、代替フロン（HCFC）を使用しないこと。
	□ は　い
□ いいえ

	4
	包装に使用されるプラスチック材料は、ハロゲンを含むポリマおよび有機ハロゲン化合物を処方構成成分として添加していないこと。
	□ は　い
□ いいえ

	
	
	

	※包装材料：
	

	包装材料とは、製品出荷時の荷姿で同梱されるものであり、①本体外装箱、本体包装用袋、緩衝材を含む本体包装、
②取扱説明書、電源コードなど同梱品包装の2つに大別される。
例えば包装材料としては、出荷伝票、出荷ラベル、送付状、針金入りプラスチック製結束用タイ、進捗管理バーコードラベル（紙、インキ、接着剤からなる）、保証書袋、ガムテープ、封緘用テープ、梱包用段ボール内に使う接着剤、シュリンクパック、段ボールに付帯するプラスチック製のハンドル、結束用のバンドなどがある。
ただし、申込者の責任において発行されない基本ソフトの取扱説明書の包装、CD-ROMのケースなどは対象外とする。


※ 太枠線内は以下の場合のみご記入下さい。


製品を開発した会社と申込者が違う場合。





項目�
記入欄


※ 該当する□にチェックを


入れて下さい�
必要な添付証明書�
添付証明書の


発行者�
�
製品を製造した会社�
□ 自社�
－�
－�
�
�
□ 他社�
申込承諾書 記入表119-1�
申込承諾者�
�






再生材料の配合質量





再生材料を使用した部品の単体質量





発行者：役職・氏名





印





発行者：会社名・工場名





発行日：　





発行者：会社名





発行日：　





リストNo.1　申込型式における基準エネルギー消費効率(記入欄)


型式名�
区分名�
基準エネルギー消費効率�
�
�
�
基準値�
届出値*1�
達成率�
�
例　EC22M/Y�
S�
0.21�
0.09�
233%�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
*1 「電子計算機の性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準等」3(2)に定める方法により測定した数値をいう。





発行者：会社名





発行日：　





添付4-2A





発行日：　





発行者：会社名





発行者：会社名





発行日：　
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